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（ ）○ 動 物 の 愛 護 及 び 管 理 に 関 す る 施 策 を 総 合 的 に 推 進 す る た め の 基 本 的 な 指 針 平 成 十 八 年 十 月 環 境 省 告 示 第 百 四 十 号

改 正 案 現 行

目次 目次

第１ （略） 第１ （略）

第２ 今後の施策展開の方向 第２ 今後の施策展開の方向

１ 基本的視点 １ 基本的視点

⑴ 国民的な動物の愛護及び管理に関する取組の推進 ⑴ 国民的な動物の愛護及び管理に関する活動の盛り上げ

⑵～⑷ （略） ⑵～⑷ （略）

２ （略） ２ （略）

第３・第４ （略） 第３・第４ （略）

第１ 動物の愛護及び管理の基本的考え方 第１ 動物の愛護及び管理の基本的考え方

（動物の愛護） （略） （動物の愛護） （略）

（動物の管理） （動物の管理）

人と動物とが共生する社会を形成するためには、動物の命を尊重 人と動物とが共生する社会を形成するためには、動物の命を尊重

する考え方及び態度を確立することと併せて、動物の鳴き声、糞尿 する考え方及び態度を確立することと併せて、動物の鳴き声、糞尿

等による迷惑の防止を含め、動物が人の生命、身体又は財産を侵害 等による迷惑の防止を含め、動物が人の生命、身体又は財産を侵害

することのないよう適切に管理される必要がある。 することのないよう適切に管理される必要がある。

このような動物による侵害を引き起こさないように適切に管理す このような動物による侵害を引き起こさないように適切に管理す

るためには、動物の係留、屋内での飼養、みだりな繁殖の防止等の るためには、動物の係留、屋内での飼育、みだりな繁殖の防止等の

措置を講じる等により、動物の行動等に一定程度の制約を課すこと 措置を講じる等により、動物の行動等に一定程度の制約を課すこと

が必要となる場合がある。また、所有者がいない動物に対する恣意 が必要となる場合がある。また、所有者がいない動物に対する恣意

的な餌やり等の行為のように、その行為がもたらす結果についての 的な餌やり等の行為のように、その行為がもたらす結果についての

管理が適切に行われない場合には、動物による害の増加やみだりな 管理が適切に行われない場合には、動物による害の増加やみだりな

繁殖等、動物の愛護及び管理上好ましくない事態を引き起こす場合 繁殖等、動物の愛護及び管理上好ましくない事態を引き起こす場合

があることについても十分に留意する必要がある。 があることについても十分に留意する必要がある。

ペットが伴侶動物（コンパニオンアニマル）として生活に欠かせ 動物が人と一緒に生活する存在として万人に受け入れられるため

ない存在となりつつある一方、動物が人と一緒に生活する存在とし には、動物と社会との関わりについても十分に考慮した上で、その

て社会に受け入れられるためには、人と動物の関わりについても十 飼養及び保管（以下「飼養等」という ）を適切に行うことが求め。

。 。 （ 「 」 。）分に考慮した上で、その飼養及び保管（以下「飼養等」という ） られている 動物の所有者又は占有者 以下 所有者等 という

を適切に行うことが求められる 動物の所有者又は占有者 以下 所 は、自分が加害者になり得ることについての認識がややもすると希。 （ 「
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有者等」という ）は、自分が第三者に対する加害者になり得るこ 薄な傾向にあるが、すべての所有者等は加害者になり得るとととも。

とについての認識がややもすると希薄な傾向にあるが、すべての所 に、すべての人が被害者になり得るものであるという認識の下に、

有者等は加害者になり得るととともに、すべての人が被害者になり 所有者等は、動物を所有し、又は占有する者としての社会的責任を

得るものであるという認識の下に、所有者等は、動物を所有し、又 十分に自覚して、動物による人の生命、身体又は財産に対する侵害

は占有する者としての社会的責任を十分に自覚して、動物による人 を引き起こさないように努めなければならない。

の生命、身体又は財産に対する侵害を引き起こさないように努めな

ければならない。

（合意形成） （合意形成）

国民が動物に対して抱く意識及び感情は、千差万別である。例え 国民が動物に対して抱く意識及び感情は、千差万別である。例え

ば、家庭動物等の不妊去勢措置、猫の屋内飼養、動物実験、畜産等 ば、家庭動物等の不妊去勢措置、ねこの屋内飼養、動物実験、畜産

における動物の資源利用 様々な動物を食材として利用する食習慣 等における動物の資源利用、様々な動物を食材として利用する食習、 、

狩猟等の動物の捕獲行為、動物を利用した祭礼儀式、外来生物の駆 慣、狩猟等の動物の捕獲行為、動物を利用した祭礼儀式、外来生物

除、動物の個体数の調整、安楽殺処分等については、これらの行為 の駆除、動物の個体数の調整、安楽殺処分等については、これらの

が正当な理由をもって適切に行われるものである限り、動物の愛護 行為が正当な理由をもって適切に行われるものである限り、動物の

及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号。以下「動物愛護管 愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号。以下「動物愛

理法 という やその精神に抵触するものではないが 現実には 護管理法」という ）やその精神に抵触するものではないが、現実」 。） 、 、 。

これらの行為に対する賛否両論が国内外において見受けられる。 には、これらの行為に対する賛否両論が国内外において見受けられ

このように、個々人における動物の愛護及び管理の考え方は、い る。

つの時代にあっても多様であり続けるものであり、また、多様であ このように、個々人における動物の愛護及び管理の考え方は、い

って然るべきものであろう。しかし、万人に共通して適用されるべ つの時代にあっても多様であり続けるものであり、また、多様であ

き社会的規範としての動物の愛護及び管理の考え方は、国民全体の って然るべきものであろう。しかし、万人に共通して適用されるべ

総意に基づき形成されるべき普遍性及び客観性の高いものでなけれ き社会的規範としての動物の愛護及び管理の考え方は、国民全体の

ばならない。また、動物愛護の精神を広く普及し、我々の身につい 総意に基づき形成されるべき普遍性及び客観性の高いものでなけれ

た習いとして定着させるためには、我が国の風土や社会の実情を踏 ばならない。また、動物愛護の精神を広く普及し、我々の身につい

まえた動物の愛護及び管理の考え方を、国民的な合意の下に形成し た習いとして定着させるためには、我が国の風土や社会の実情を踏

ていくことが必要である。 まえた動物の愛護及び管理の考え方を、国民的な合意の下に形成し

ていくことが必要である。

第２ 今後の施策展開の方向 第２ 今後の施策展開の方向

１ 基本的視点 １ 基本的視点

⑴ 国民的な動物の愛護及び管理に関する取組の推進 ⑴ 国民的な動物の愛護及び管理に関する活動の盛り上げ

動物の適切な愛護及び管理は、国民の間における共通した理 動物の適切な愛護及び管理は、国民の間における共通した理

解の形成がなくては進み難いものである。動物の愛護及び管理 解の形成がなくては進み難いものである。動物の愛護及び管理

に関する活動は、古い歴史を有し、多くの貢献をしてきたが、 に関する活動は、古い歴史を有し、多くの貢献をしてきたが、
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国民共通の理解の形成までには至っていない。平成24年の動物 参加者層が限定的であったきらいがある。今後は、多くの国民

愛護管理法の改正により、人と動物の共生する社会の実現を図 の共感を呼び、幅広い層に対して自主的な参加を促すことがで

、 、 、 。ること、動物の所有者の責務として終生飼養等が明記されたこ きる施策を 学校 地域 家庭等において展開する必要がある

と等も踏まえ、今後とも、多くの国民の共感を呼び、幅広い層

、 、 、に対して自主的な参加を促すことができる施策を 学校 地域

家庭等において展開する必要がある。

⑵ 長期的視点からの総合的・体系的アプローチ ⑵ 長期的視点からの総合的・体系的アプローチ

動物の愛護及び管理に関する施策の対象となる動物は、家庭 動物の愛護及び管理に関する施策の対象となる動物は、家庭

動物のみならず、展示動物、実験動物、産業動物、危険な動物 動物のみならず、展示動物、実験動物、産業動物等であり、人

（特定動物）等であり、人の占有に係る動物が幅広く対象とさ の占有に係る動物が幅広く対象とされている。その施策の分野

れている。その施策の分野も、普及啓発、飼養保管、感染症予 も、普及啓発、飼養保管、感染症予防、流通、調査研究等、広

防、流通、調査研究等、広範囲にわたっており、様々な実施主 範囲にわたっており、様々な実施主体によって、それぞれに関

体によって、それぞれに関係法令等に基づく施策が進められて 係法令等に基づく施策が進められている。また、動物の愛護及

いる。一方、動物の愛護及び管理に関する問題は、国民のライ び管理に関する問題は、国民のライフスタイルや価値観等の在

フスタイルや価値観等の在り方に深く関わるものであるという り方に深く関わるものであるという性質を有しており、原因と

性質を有しており、施策の効果や結果がすぐには現れないもの 結果が複雑に絡み合っていることから、施策の効果や結果がす

が多い。このようなことから、動物の愛護及び管理に関する施 ぐには現れないものが多い。このようなことから、動物の愛護

策を着実に進めていくためには、長期的視点から総合的かつ体 及び管理に関する施策を着実に進めていくためには、長期的視

系的に各種施策が取り組まれるようにしていく必要がある。 点から総合的かつ体系的に各種施策が取り組まれるようにして

いく必要がある。

⑶・⑷ （略） ⑶・⑷ （略）

２ 施策別の取組 ２ 施策別の取組

施策別の取組は次のとおりである。関係機関等は、これらの施 施策別の取組は次のとおりである。関係機関等は、これらの施

策について、平成35年度までにその実施が図られるように努める 策について、平成29年度までにその実施が図られるように努める

ものとする。 ものとする。

⑴ 普及啓発 ⑴ 普及啓発

①現状と課題 ①現状と課題

動物の愛護及び管理を推進するためには、広く国民が、終生 動物の愛護及び管理を推進するためには、広く国民が、動物

飼養の責務、動物の虐待の防止及び動物の適正な取扱いに関し の虐待の防止と動物の適正な取扱いに関して正しい知識及び理

て正しい知識及び理解を持つことが重要である このため 国 解を持つことが重要である。このため、国、地方公共団体等に。 、 、

地方公共団体等によって、動物の愛護及び管理の普及啓発事業 よって、動物の愛護及び管理の普及啓発事業が行われてきてい

が行われてきており、徐々に浸透しつつあるが、まだ十分では るが、動物の愛護及び管理の意義等に関する国民の理解は十分

なく、動物の愛護及び管理の意義等に関する国民の理解を更に とはいえない状況にある。また、生命尊重、友愛等の情操の涵
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推進する必要がある。また、生命尊重、友愛等の情操の涵養の 養の観点から、特に子どもが心豊かに育つ上で、近年、動物と

観点から、特に子どもが心豊かに育つ上で、動物との触れ合い の触れ合いや家庭動物等の適正な飼養の経験が重要であること

や家庭動物等の適正な飼養の経験が重要であることが指摘され が指摘されてきている。このような現状において、国及び地方

ており、適正な方法による機会の確保が求められている。この 公共団体、獣医師会、業界団体、動物愛護団体、動物の所有者

ような現状において、国及び地方公共団体、獣医師会、業界団 等の団体、学術研究団体、調査研究機関等を始めとした関係者

体、動物愛護団体、動物の所有者等の団体、学術研究団体、調 の連携協力の下に、様々な機会をとらえて教育活動や広報活動

査研究機関等を始めとした関係者の連携協力の下に、様々な機 等に取り組むことが求められている。

会をとらえて教育活動や広報活動等に取り組むことが求められ

ている。

②講ずべき施策 ②講ずべき施策

ア 国及び地方公共団体は 関係団体等と連携しつつ 学校 国及び地方公共団体は、関係団体等と連携しつつ、学校、地、 、 、

地域、家庭等において、動物愛護週間行事や適正飼養講習 域、家庭等において、動物愛護週間行事や適正飼養講習会等の

会等の実施、各種普及啓発資料の作成、配布等により、動 実施、各種普及啓発資料の作成、配布等により、動物の愛護及

物の愛護及び管理に関する教育活動、広報活動等を実施す び管理に関する教育活動や広報活動等を実施すること。

ること。特に、所有者等の責務のうち、終生飼養や適切な

繁殖制限措置を講ずることについて積極的に広報するこ

と。

イ 動物との触れ合い事業の推進に当たっては、適正な飼養

管理や動物のストレスを減らす配慮が必要であり、国によ

るガイドライン作成など、そのあり方について検討するこ

と。また、情操の涵養等を目的とした学校飼育動物につい

ても同様の配慮が行われるよう検討すること。

⑵ 適正飼養の推進による動物の健康と安全の確保 ⑵ 適正飼養の推進による動物の健康と安全の確保

①現状と課題 ①現状と課題

適正飼養を推進するためには、飼い主に対する教育が重要で 国民の約３分の１が動物を飼養しており（平成15年現在 、）

あり、国、地方公共団体等によって、そのための様々な取組が また、近年の少子高齢化等を背景とし、家庭動物等の飼養に対

行われてきているが 依然として安易な購入と飼養放棄 遺棄 する志向が高まっている。このような状況において、国、地方、 、 、

虐待等の問題が一部において発生している。こうした問題を踏 公共団体等によって適正飼養を推進するための様々な取組が行

まえ、平成24年の動物愛護管理法改正により、所有者等の責務 われてきているが、依然として遺棄、虐待等の問題の発生が一

として終生飼養や適正な繁殖に係る努力義務が明文化された。 部において見られている。

また、都道府県、指定都市及び中核市における犬及び猫の引 また、都道府県、指定都市及び中核市における犬及びねこの

取り数は、平成16年度の年間約42万頭から平成23年度は年間約 引取り数は、従前に比べて大幅に減少したが、その絶対数は年

22万頭と大幅に減少したが、殺処分率は約94％(平成16年度)か 間約42万匹（平成16年度）であり、そのうち約94％が殺処分さ

ら約79％(平成23年度)への減少となっており、殺処分率の減少 れていることから、更なる改善が必要とされている。
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に向けた更なる取組が必要である。なお、地方公共団体によっ

ては、早くから引取り数を減少させる取組や返還・譲渡を推進

してきたことにより、平成23年度には平成16年度比で引取り数

の半減や殺処分率の減少等を達成した地方公共団体もあること

、 。を踏まえ それぞれの実情に応じた取組を検討する必要がある

②講ずべき施策 ②講ずべき施策

ア みだりな繁殖を防止するための不妊去勢措置の推進、安 ア みだりな繁殖を防止するための不妊去勢措置の推進、安

易な飼養の抑制等による終生飼養の徹底、販売時における 易な飼養の抑制等による終生飼養の徹底等により、都道府

動物取扱業者からの説明・指導等が適切に行われるように 県、指定都市及び中核市における犬及びねこの引取り数を

すること等により、平成35年度の都道府県、指定都市及び 半減するとともに、元の所有者等への返還又は飼養を希望

中核市における犬及び猫の引取り数について、平成16年度 する者への譲渡等を進めることによりその殺処分率の減少

比75％減となる概ね10万頭を目指す。また、法改正により を図ること。

地方公共団体の努力義務として明文化された元の所有者等

への返還又は飼養を希望する者への譲渡等について、イン

ターネット等を活用しながら進めることによりその殺処分

率の更なる減少を図ること。

イ 動物が命あるものであることを踏まえた適正な飼養方法 イ 動物が命あるものであることを踏まえた適正な飼養方

及び虐待の具体的事例が動物愛護管理法に明記されたこと 法、禁止行為の周知徹底等を行うことにより、遺棄及び虐

並びに愛護動物の殺傷、虐待等について罰則が強化された 待の防止を図ること。

ことの周知徹底等を図るとともに、警察との連携をより一

層推進することにより、遺棄及び虐待の防止を図ること。

⑶ 動物による危害や迷惑問題の防止 ⑶ 動物による危害や迷惑問題の防止

①現状と課題 ①現状と課題

動物の不適切な飼養により、動物による危害及び多数の動物 動物の不適切な飼養に起因して、動物による危害及び多数の

の飼養等に起因し周辺の生活環境が損なわれる事態等の迷惑問 動物の飼養等に起因し周辺の生活環境が損なわれる事態等の迷

題が発生しており、地方公共団体等に寄せられる苦情等も依然 惑問題が発生しており、地方公共団体等に寄せられる苦情等も

として多い状況にある。動物による危害及び迷惑問題は、所有 依然として多い状況にある。動物による危害及び迷惑問題は、

者等とその近隣住民等との間で感情的対立を誘発しやすいなど 所有者等とその近隣住民等との間で感情的対立を誘発しやすい

の性格を有していることもあるため、行政主導による合意形成 などの性格を有していることもあるため、行政主導による合意

を踏まえたルール作り又はルール作りに対する更なる支援等が 形成を踏まえたルール作り又はルール作りに対する支援等が期

期待されている。 待されている。

また、許可を受けて飼養されていた特定動物による人の殺傷 また、平成17年６月に動物愛護管理法の改正が行われ、人の

事案が発生しており、より厳格な法令遵守が求められている。 生命、身体又は財産に害を加えるおそれが高い特定動物につい

ては、地方公共団体の必要に応じた条例による飼養許可制から
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法による全国一律の飼養許可制とされたところである。

②講ずべき施策 ②講ずべき施策

ア 住宅密集地等において飼い主のいない猫に不妊去勢手術 ア 地域における環境の特性の相違を踏まえながら、集合住

を施して地域住民の十分な理解の下に管理する地域猫対策 宅での家庭動物の飼養、都市部等での犬やねこの管理の方

について、地域の実情を踏まえた計画づくり等への支援を 法、所有者のいないねこの適正管理の在り方等を検討し、

含め、飼い主のいない猫を生み出さないための取組を推進 動物の愛護と管理の両立を目指すことのできるガイドライ

し、猫の引取り数削減の推進を図ること。 ンを作成すること。

イ 特定動物を販売する動物取扱業者に対し、販売先の飼養 イ 国は、動物による人の生命等への危害の発生防止のより

保管許可の有無について確認するだけではなく、飼養保管 一層の徹底を図るために、有識者等の意見を聴きながら特

方法等に関する適切な説明を実施するよう指導すること。 定動物の選定基準の在り方を検討すること。

ウ 特定動物に関連する法令遵守のため、国は、指導マニュ

アルの策定等を通じて、地方公共団体が専門知識を持った

人材を育成できるよう支援すること。

⑷ 所有明示（個体識別）措置の推進 ⑷ 所有明示（個体識別）措置の推進

①現状と課題 ①現状と課題

犬又は猫に関する所有者の明示（個体識別 （以下「所有明 犬又はねこに関する所有者の明示（個体識別 （以下「所有） ）

示」という ）の実施率は、平成22年度の世論調査では、犬が 明示」という ）の実施率は、平成15年度現在、約25％にとど。 。

約36％、猫が約20％にとどまっていた。動物の所有者が、その まっている。動物の所有者が、その所有する動物が自己の所有

所有する動物が自己の所有に係るものであることを明らかにす に係るものであることを明らかにするための措置を講ずること

るための措置を講ずることは、動物の盗難及び迷子の発生の防 は、動物の盗難及び迷子の発生の防止に資するとともに、迷子

止に資するとともに、迷子になった動物や非常災害時に逸走し になった動物の所有者の発見を容易にし、所有者責任の所在の

た動物の所有者の発見を容易にし、所有者責任の所在の明確化 明確化による所有者の意識の向上等を通じて、動物の遺棄及び

による所有者の意識の向上等を通じて、動物の遺棄及び逸走の 逸走の未然の防止に寄与するものである。このような所有明示

未然の防止に寄与するものである。このような所有明示措置の 措置の意義及び役割等についての国民の理解を深めるととも

、 、意義及び役割等についての国民の理解を深めるとともに、各種 に 各種識別器具の普及環境の整備等を推進すること等により

識別器具の普及環境の整備等を推進すること等により、所有明 所有明示の実施率の向上を図る必要がある。

示の実施率の更なる向上を図る必要がある。

②講ずべき施策 ②講ずべき施策

ア 所有明示措置の必要性に関する意識啓発や研究開発の促 ア 所有明示措置の必要性に関する意識啓発を行うなどによ

進を図ることなどにより、犬又は猫に関する所有明示の実 り、犬又はねこに関する所有明示の実施率の倍増を図るこ

施率の倍増を図ること。特に、マイクロチップの普及を推 と。

進すること。

イ 国は、関係省庁及び団体の協力の下に、公的機関による イ 関係省庁及び団体の協力の下に、公的機関によるデータ

データの一元的管理体制の早急な整備、個体識別技術の普 の一元的管理体制の整備、個体識別技術の普及、マイクロ
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及、マイクロチップリーダーの配備等、個体識別手段の普 チップリーダーの配備等、個体識別手段の普及のための基

及のための基盤整備を図ること等を推進するとともに、マ 盤整備を図ること。

イクロチップの安全性等に係る知見の蓄積も含め、販売さ

れる犬猫へのマイクロチップ装着の義務化に向けた検討を

行うこと。

⑸ 動物取扱業の適正化 ⑸ 動物取扱業の適正化

①現状と課題 ①現状と課題

飼養管理が不適切な繁殖業者が依然として見られるなど、動 従前の動物取扱業に係る届出制の下では、不適切な動物の取

物取扱業者による不適正飼養の実態があることから、動物取扱 扱い等に対して、勧告又は命令等を行っても改善が見られない

業の適正化に対する国民の要望も高く、平成24年の動物愛護管 などの悪質な事例が存在しており、また、このような事例以外

理法改正では動物取扱業者に対する規制が強化された。平成18 においても、動物取扱業全般について施設や管理の水準の向上

年６月に施行された登録制度の遵守に加え、平成24年改正の趣 が必要な状況にあった。このため、平成17年６月に動物愛護管

旨を踏まえて、動物取扱業のより一層の適正化を図るため、新 理法の改正が行われ、動物取扱業については、それまでの届出

。 、たな制度の着実な運用を図る必要がある。 制から登録制とされたところである 本改正の趣旨を踏まえて

動物取扱業のより一層の適正化を図るため、動物取扱業の登録

制度の着実な運用を図る必要がある。

②講ずべき施策 ②講ずべき施策

ア 登録制度の遵守を引き続き推進するとともに、犬猫等販 ア 動物を飼養等しようとする者等に対し、動物取扱業者に

売業に係る特例、幼齢の犬猫の販売のための引渡し・展示 対し標識等の掲示、販売時における動物の特性及び状態等

の禁止、現物確認・対面説明義務、第二種動物取扱業者の に関する事前説明の実施等が義務付けられたことについて

届出制度等、新たな規制の着実な運用を図ること。 の周知徹底を図ること。

イ （略） イ （略）

ウ 国は、地方公共団体が動物取扱業者に対する監視指導を ウ 国は、動物の健康及び安全の確保のより一層の推進を図

より強化することができるよう、その支援策を検討するこ るために、有識者等の意見を聴きながら幼齢な犬及びねこ

と。 の販売制限の在り方を検討すること。

⑹ 実験動物の適正な取扱いの推進 ⑹ 実験動物の適正な取扱いの推進

① （略） ① （略）

②講ずべき施策 ②講ずべき施策

ア 関係省庁、団体等と連携しつつ 「３Ｒの原則」や実験 ア 関係省庁、団体等と連携しつつ 「３Ｒの原則」や実験、 、

動物の飼養保管等基準の周知が、当該基準の解説書の作成 動物の飼養保管等基準の周知が、効果的かつ効率的に行わ

等を通して効果的かつ効率的に行われるようにするととも れるようにすること。

に、実験動物に関する国際的な規制の動向や科学的知見に

関する情報を収集すること。

イ 国は、実験動物の飼養保管等基準の遵守状況について、 イ 国は、実験動物の飼養保管等基準の遵守状況について定
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緊急時に対応するための計画作成状況も含め、定期的な実 期的な実態把握を行うこと。

態把握を行うこと。

⑺ 産業動物の適正な取扱いの推進 ⑺ 産業動物の適正な取扱いの推進

①現状と課題 ①現状と課題

動物の愛護及び管理の観点に配慮した産業動物の適正な取扱 動物の愛護及び管理の観点からする産業動物の適正な取扱い

いについて、環境省が平成24年に実施した一般市民を対象とし については、国際的な動き、関係法令等との整合性、我が国の

たアンケートでは、アニマルウェルフェアの認知度は２割以下 実情等を踏まえた上で飼養等の在り方を検討し、その普及啓発

に留まっている また 国際獣疫事務局 ＯＩＥ では 現在 を進めていく必要がある。。 、 （ ） 、 、

畜種ごとの飼養基準について検討が行われているところであ

る。このような国際的な動向、関係法令等との整合性、我が国

の実情等を踏まえ、我が国では各畜種について、民間の取組に

より「アニマルウェルフェアの考え方に対応した家畜の飼養管

理指針」が既に作成されているところであり、その普及啓発を

進めていく必要がある。

②講ずべき施策 ②講ずべき施策

ア 国は、国際的な動向も踏まえながら、動物の愛護及び管 ア 国は、動物の愛護及び管理に配慮した産業動物の飼養等

理に配慮した産業動物の飼養等の在り方を検討し、産業動 の在り方を検討し、産業動物の飼養及び保管に関する基準

物の飼養及び保管に関する基準に反映すること。 に反映すること。

イ （略） イ （略）

ウ 災害時における産業動物の取扱いについても、情報共有

を図りつつ、関係省庁が協力して検討すること。

⑻ 災害時対策 ⑻ 災害時対策

①現状と課題 ①現状と課題

地震等の緊急災害時においては、動物を所有又は占有する被 地震等の緊急災害時においては、動物を所有又は占有する被

災者等の心の安らぎの確保、被災動物の救護及び動物による人 災者等の心の安らぎの確保、被災動物の救護及び動物による人

への危害防止等の観点から、被災地に残された動物の収容及び への危害防止等の観点から、被災地に残された動物の収容及び

、 、 、 、 、 、餌の確保 特定動物の逸走防止及び捕獲等の措置が 地域住民 餌の確保 特定動物の逸走防止及び捕獲等の措置が 地域住民

国や地方公共団体、獣医師会、動物愛護団体等によって行われ 国や地方公共団体、獣医師会、動物愛護団体等によって行われ

てきているが、東日本大震災等の緊急災害時には、一部で関係 てきている。今後とも引き続きこれらの措置が、関係機関等の

機関等の連携が十分でない事例が見られた。今後は、これらの 連携協力の下に迅速に行われるようにするための体制を平素か

措置が、関係機関等の連携協力の下に迅速・安全かつ適切に行 ら確保しておく必要がある。

われるようにするため、地域性・災害の種類に応じた準備体制

を平素から確保しておく必要がある。

②講ずべき施策 ②講ずべき施策
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ア 動物愛護管理推進計画に加えて、地域防災計画において ア 地域防災計画等における動物の取扱い等に関する位置付

も動物の取扱い等に関する位置付けを明確化すること等を けの明確化等を通じて、動物の救護等が適切に行うことが

通じて、所有者（飼い主）責任を基本とした同行避難及び できるような体制の整備を図ること。

避難時の動物の飼養管理並びに放浪動物等の救護等、地域

の実情や災害の種類に応じた対策を適切に行うことができ

るよう体制の整備を図ること。また、関係省庁は、その体

制の整備に向けた調整を図ること。

イ （略） イ （略）

ウ 災害時に民間団体と協力する仕組みや、地方公共団体間

で広域的に対応する体制の整備を推進すること。

⑼ 人材育成 ⑼ 人材育成

①現状と課題 ①現状と課題

動物の愛護及び管理に関する施策の対象は、広範かつ多岐に 動物の愛護及び管理に関する施策の対象は、広範かつ多岐に

わたっており、施策の実施に当たっては相当の知識や技術が必 わたっており、施策の実施に当たっては相当の知識や技術が必

要であることから、地方公共団体は、獣医師等動物の適正な飼 要であることから、地方公共団体は、獣医師等動物の適正な飼

養及び保管に関し専門的な知識を有する動物愛護担当職員を置 養及び保管に関し専門的な知識を有する動物愛護担当職員を置

くことができることとされている。 くことができることとされている。

また、動物の愛護及び管理に関する施策の中には民間の有識 また、動物の愛護及び管理に関する施策の中には民間の有識

者等による対応を求めることによって、行政の限界を超えて地 者等による対応を求めることによって、行政の限界を超えて地

域に根付いた形で動物の愛護及び管理が広がっていくことが期 域に根付いた形で動物の愛護及び管理が広がっていくことが期

待される課題もある。しかし、例えば都道府県知事、指定都市 待される課題もある。しかし、例えば都道府県知事、指定都市

及び中核市の長により委嘱された動物愛護推進員等の人数は、 及び中核市の長により委嘱された動物愛護推進員等の人数は、

平成15年度末には、98地方公共団体中21地方公共団体、約1400 平成15年度末現在、98地方公共団体中21地方公共団体、約1400

人であったところ、平成23年度末には、108地方公共団体中60 人にとどまっているなど、民間の有識者等に対して協力を求め

地方公共団体、約2900人へ増加したが、民間の有識者等に対し ることができるような体制の整備は十分とはいえない状況にあ

て協力を求めることができるような体制の整備はまだ十分とは る。このため、動物愛護推進員等の人材の育成等を積極的に推

いえない状況にある。このため、動物愛護推進員等の人材の育 進していく必要がある。

成等を更に積極的に推進していく必要がある。

②講ずべき施策 ②講ずべき施策

ア 国は、動物愛護管理行政の担当者の専門的な知識や技術 ア 動物愛護管理行政の担当者の専門的な知識や技術の習得

の習得に対する支援を行うこと。 に対する支援を行うこと。

イ 関係地方公共団体等における協議会の設置及び動物愛護 イ 関係地方公共団体等における協議会の設置及び動物愛護

推進員等の委嘱を推進するとともに、被災動物への対応、 推進員等の委嘱を推進すること。

不適正飼養等の事案への対応等、動物愛護推進員制度が十
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分に機能するよう、国は地方公共団体に対して情報提供や

技術的助言を着実に実施すること。

ウ 適正飼養に関する専門的知識及び技能等を保持する人材 ウ 国及び関係地方公共団体等における官民の連携事業を推

をより活用していくため、人材情報を関係者間で共有する 進すること。

仕組みを検討する等、国及び関係地方公共団体等における

官民の連携事業を推進すること。

⑽ 調査研究の推進 ⑽ 調査研究の推進

①現状と課題 ①現状と課題

動物の愛護及び管理に関する調査研究は、関係する分野が多 動物の愛護及び管理に関する調査研究は、関係する分野が多

岐にわたり、かつ応用的であるといった特徴を有していること 岐にわたり、かつ応用的であるといった特徴を有していること

から関係学会等は広範にわたっており、その知見等が体系的に から関係学会等は広範にわたっており、その知見等が体系的に

整理されているとはいえない状況にある。多くの国民の共感を 整理されているとはいえない状況にある。多くの国民の共感を

呼び、自主的な参加を幅広く促すことができる動物の愛護及び 呼び、自主的な参加を幅広く促すことができる動物の愛護及び

管理に関する施策を進めるためには、科学的な知見等に基づい 管理に関する施策を進めるためには、科学的な知見等に基づい

た施策の展開も重要であることから、動物の愛護及び管理に関 た施策の展開も重要であることから、動物の愛護及び管理に関

する国内外の事例・実態に関する調査研究を推進する必要があ する調査研究を推進する必要がある。

る。また、海外での研究や知見の蓄積を活かしつつ、国内にお

ける犬猫等の流通及び飼養実態を踏まえた科学的知見を充実さ

せる必要がある。

②講ずべき施策 ②講ずべき施策

ア 国は、犬や猫と人間が密接な社会的関係を構築するため ア 全国及び地域の各レベルにおいて連絡協議会を設置する

の幼齢の犬猫を親等から引き離しても良い適切な時期につ こと等により、行政機関と関係学会等の学術研究団体及び

いての科学的知見を充実させること。 調査研究機関との連携体制の整備を図ること。

イ 国は、マイクロチップの普及促進及び販売の用に供せら イ 関係機関が協力して、調査研究成果等に係る目録の作成

れる犬猫等にマイクロチップを装着させるための方策につ を行うこと。

いて調査研究を実施すること。

ウ 関係機関が協力して、諸外国の制度、科学的知見に関す

る文献及び国内における遺棄、虐待の罰則の適用状況及び

具体的事例等に係る情報収集を行うこと。

第３ 動物愛護管理推進計画の策定に関する事項 第３ 動物愛護管理推進計画の策定に関する事項

１ （略） １ （略）

２ 計画期間 ２ 計画期間
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基本指針との体系的な整合性を確保するため、計画期間は、原 基本指針との体系的な整合性を確保するため、計画期間は、原

則として平成26年４月１日から平成36年３月31日までの10年間と 則として平成20年４月１日から平成30年３月31日までの10年間と

する。 する。

３ （略） ３ （略）

４ 計画の記載項目 ４ 計画の記載項目

計画の記載項目については、動物愛護管理法第６条第２項に、 計画の記載項目については、動物愛護管理法第６条第２項に、

動物の愛護及び管理に関し実施すべき施策に関する基本的な方 動物の愛護及び管理に関し実施すべき施策に関する基本的な方

針、動物の適正な飼養及び保管を図るための施策に関する事項、 針、動物の適正な飼養及び保管を図るための施策に関する事項、

災害時における動物の適正な飼養及び保管を図るための施策に関 動物の愛護及び管理に関する普及啓発に関する事項、動物の愛護

する事項、動物の愛護及び管理に関する普及啓発に関する事項、 及び管理に関する施策を実施するために必要な体制の整備（国、

動物の愛護及び管理に関する施策を実施するために必要な体制の 関係地方公共団体、民間団体等との連携の確保を含む ）に関す。

整備 国 関係地方公共団体 民間団体等との連携の確保を含む る事項及びその他動物の愛護及び管理に関する施策を推進するた（ 、 、 。）

に関する事項及びその他動物の愛護及び管理に関する施策を推進 めに必要な事項と規定されているところであるが、これらを踏ま

するために必要な事項と規定されているところであるが、これら え、地域の事情に応じ、記載事項の追加及びそれらの構成の在り

を踏まえ、地域の事情に応じ、記載事項の追加及びそれらの構成 方等について、必要に応じて検討するものとする。

の在り方等について、必要に応じて検討するものとする。

５ 策定及び実行 ５ 策定及び実行

⑴ 多様な意見の集約及び合意形成の確保 ⑴ 多様な意見の集約及び合意形成の確保

計画の策定に当たっては、多様な意見、情報及び専門的知識 計画の策定に当たっては、多様な意見、情報及び専門的知識

を把握するとともに、それらを必要に応じて計画に反映させる を把握するとともに、それらを必要に応じて計画に反映させる

、 、 、 、 、ために、学識経験者、関係行政機関、獣医師会、業界団体、動 ために 学識経験者 関係行政機関 獣医師会 関係業界団体

物愛護団体、動物の所有者等の団体、地域住民、研究機関等か 動物愛護団体、動物の所有者等の団体、地域住民、研究機関等

らなる検討会を設置するなどして、計画の策定及び点検等を行 からなる検討会を設置するなどして、計画の策定及び点検等を

うよう努めるものとする。また、計画の策定過程等の透明性の 行うよう努めるものとする。また、計画の策定過程等の透明性

向上及び計画内容についての合意形成等を図るために、必要に の向上及び計画内容についての合意形成等を図るために、必要

応じてパブリック･コメント等を行うものとする。 に応じてパブリック･コメント等を行うものとする。

⑵ 関係地方公共団体との協議 ⑵ 関係地方公共団体との協議

動物愛護管理行政の推進には、都道府県が主要な役割を果た 動物愛護管理行政の推進には、都道府県が主要な役割を果た

しているが、指定都市においては動物取扱業の登録及び特定動 しているが、指定都市においては動物取扱業の登録及び特定動

物の飼養許可に関する事務等、中核市においては犬又は猫の引 物の飼養許可に関する事務等、中核市においては犬又はねこの

取りの事務等を実施している。また、動物の愛護及び管理の普 引取りの事務等を実施している。また、動物の愛護及び管理の

及啓発、地域住民に対する直接的な指導等では、すべての市区 普及啓発、地域住民に対する直接的な指導等では、すべての市
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町村においてその役割が期待される場合もある。このため、よ 区町村においてその役割が期待される場合もある。このため、

り計画の実効性を高めるために、計画を策定し又は変更しよう より計画の実効性を高めるために、計画を策定し又は変更しよ

とするときは、あらかじめ関係市区町村の意見を聴くものとす うとするときは、あらかじめ関係市区町村の意見を聴くものと

る。なお、一の都道府県の区域を越えて発生している問題等が する。なお、一の都道府県の区域を越えて発生している問題等

あり、広域的な視点からの対応が必要と考えられる場合は、必 があり、広域的な視点からの対応が必要と考えられる場合は、

要に応じ、国は技術的助言を行うこと等により、関係都道府県 必要に応じ、国は技術的助言を行うこと等により、関係都道府

等との連絡調整等を円滑に行うことができるよう努めるものと 県等との連絡調整等を円滑に行うことができるよう努めるもの

する。 とする。

⑶・⑷ （略） ⑶・⑷ （略）

⑸ 点検及び見直し ⑸ 点検及び見直し

動物の愛護及び管理に関する行政の着実な推進を図るため、 動物の愛護及び管理に関する行政の着実な推進を図るため、

、 、 。 、 、 。毎年 計画の達成状況を点検し 施策に反映させるものとする 毎年 計画の達成状況を点検し 施策に反映させるものとする

また、基本指針の改定等に合わせて、中間的な目標の設定等の また、基本指針の改定等に合わせて、必要な見直しを行うもの

必要な見直しを行うものとする。 とする。

第４ 動物愛護管理基本指針の点検及び見直し 第４ 動物愛護管理基本指針の点検及び見直し

動物の愛護及び管理に関する行政の着実な推進を図るため、毎 動物の愛護及び管理に関する行政の着実な推進を図るため、毎

年度、基本指針の達成状況を点検し、その結果を施策に反映させ 年度、基本指針の達成状況を点検し、その結果を施策に反映させ

ることとする。なお、点検結果については、その概要を公表する ることとする。なお、点検結果については、その概要を公表する

ものとする。 ものとする。

また、状況の変化に適時的確に対応するため、策定後概ね５年 また、状況の変化に適時的確に対応するため、策定後概ね５年

目に当たる平成30年度を目途として、その見直しを行うこととす 目に当たる平成24年度を目途として、その見直しを行うこととす

る。 る。


